（消費税廃止各界連）2024年8月宣伝スポット（参考例）

◆ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。くらしや営業、地域経済を守るため、消費税の減税、インボイス制度の即時廃止を求めています。
◆岸田首相が総裁選への不出馬を表明しましたが、自民党内で首相が交代しても自民党政治が変わるはずはありません。統一教会と関係を持った179人の自民党国会議員や、裏金を受け取った88人のほとんどは処罰を受けず、今も議員を続けています。汚職にまみれた自民党議員たちが選ぶ、新たな総裁に変革を期待することなど不可能ではないでしょうか。首相が「責任を取る」というなら事件にかかわった全ての議員を除名・辞職させるべきです。
◆岸田政権はインボイス制度による消費税増税や、高齢者保険料の引き上げ、配偶者控除の縮小、45兆円にも上る軍事費の激増など国民生活を破壊する悪法を次々に強行しました。格差是正と真の景気回復へ自民党政治を終わらせ消費税減税を実行する政府へ転換させましょう。
◆世界では１０９の国、地域で日本の消費税にあたる付加価値税が減税されています。この間もクロアチアでは天然ガスと暖房に対する軽減税率を25年3月まで、キプロスは食品や生理用品への0％税率を9月末まで延長。アイルランドは25年度予算でインターネット接続にかかる付加価値税率の引き下げを検討しています。いずれの国の政府も国民生活支援と消費拡大による景気対策として、消費税減税を採用・実施しています。日本だけ消費税減税ができないわけはありません。
◆インボイス制度が実施され、小規模事業者、フリーランスに新たな消費税負担がのしかかっています。インボイス導入後、小規模事業者やフリーランスを対象に行われた調査では、いずれも過半数が利益や貯金を削って支払うと回答しています。
◆来年の申告からは1年分の課税となり、負担軽減措置が撤廃されれば、さらに納税額が膨らみます。事業継続が困難になる事業者が多発するのではないでしょうか。事業者やフリーランスの営業と暮らしをつぶすインボイス制度は今すぐ廃止すべきです。
◆岸田政権は大軍拡のために、43兆円もの税金をつぎ込み、米国製ミサイルの購入や基地の強化など、戦争準備を進めています。防衛産業に携わる大企業は自民党に献金し、莫大な仕事を受注しています。三菱重工の防衛事業の受注は前期比4・6倍の1兆6803億円と大幅に増加しました。自民党にはこの三菱重工から毎年3000万円以上の政治資金が提供されています。
◆軍事への偏重は国民への大増税を招きます。国際世論に背を向け、ガザ攻撃を続けるイスラエルでは軍事支出を賄うため、付加価値税を１％引き上げることを決めました。ロシアに隣接する国も付加価値税の増税に動き出しています。
◆税金の集め方、使い方を決めるのは私たち国民です。税金は軍事費ではなく、暮らしに回せ、の声をご一緒にあげましょう。
◆税の専門家である税理士からは、大企業や富裕層を優遇する不公平な税制をただせば５0兆円を超える財源を生み出せるという試算も出されています。消費税を減税しても必要な財源を十分確保できることを明らかにしています。

◆いま、皆さんにお願いしている署名は、消費税率５％以下への減税、インボイス制度の廃止を求める国会請願署名です。ご協力をお願いします。
